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第７章 重点施策 

重点施策の基本的考えは、市の下水道事業の根幹に係わる影響力の大きい課題解決へ向け、短・

中・長期のそれぞれで段階的に準備・対策を推進していく必要のある施策を示したものです。 

 

７-１ 整備目標 

 

これまで整理した短・中・長期的に対応すべき施策を整備目標として示し、この中から、特に

影響力の高い重点施策について次にまとめます。 
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７-２ 重点施策 

 

(１) 財政の健全化 

今後、施設の老朽化により、更新事業に係る費用は、急激に増加していく見通しです。持続

可能な経営基盤を確立していくために、財政の健全化を段階的に進めていきます。 

 

◆ 維持管理費の削減 

維持管理費削減に向けて、処理施設における更なる高効率機器の導入を図り、代替エネル

ギーとして未利用資源利活用の検討を進め、エネルギーの自立化向上を目指します。 

また、民間委託の拡大等を含め、維持管理体制の見直しを検討していきます。 

 

◆ 事業の平準化 

計画的な施設の長寿命化により耐用年数の延命化を図り、更新事業の先送りを可能とする

事業の平準化を推進していきます。 

 

◆ 事業の明確化 

短・中・長期的な事業の位置付けと区分けを行い、対策による効果を示したうえで優先度

を判定し、必要性を明確化していきます。 

 

◆ 資本費の抑制 

財政の健全化を進める施策の１つとして、ビジョン策定後、５年間は、市債の償還額を抑

制するため、安全・安心度の高い事業を優先して行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                          

－84－    

(2) 処理区の再編 

施設の老朽化対策、地震・津波対策を強化するために、今後の汚水処理区のあり方について、

総合的な観点から見直しを進めていきます。 

 

◆ 持続型下水道幹線再整備計画（汚水施設） 

老朽化する幹線*及び中継ポンプ場*について、これまでよりも深く耐震性能の高い自然流

下管として再整備を図り、七里ガ浜を除く５つの中継ポンプ場を段階的に廃止していきま

す。幹線の再整備と中継ポンプ場の廃止により、老朽化対策と地震・津波対策を併行して強

化していきます。  

また、七里ガ浜ポンプ場については、当面の間、下水道地震・津波対策技術検討委員会で

示された第４次提言に基づき、定められた機能の確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－１  持続型下水道幹線再整備計画の概要 

 

表７－１ 下水道施設に要求される耐津波性能（第４次提言） 
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◆ 処理区再編 

２処理区のうち、特に老朽化が著しく既存用地内で耐震化が難しい鎌倉処理区の対応を図

るために、市全体を視野にいれた処理区のあり方を再検討していきます。その中で、津波対

策が課題となる七里ガ浜ポンプ場を津波の影響が少ない安全な場所へ移設し、安定的な機能

の確保を図ります。 

将来の処理区案については、現行改良案（２処理区）、処理区統合案（１処理区）、処理区

分散化案（３処理区）等を候補としていますが、実現までに長期間を要する見込みのため、

現時点では絞り込みを行わず、例示にとどめます。 

当面は、幹線再整備に力点をおき、きたる処理区再編へ向けて、段階的な整備を図ってい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－２ 処理区再編案 

 

表７－２ 段階的整備計画案 

 

 

 

 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60 H61 H62 H63 H64 H65 H66 H67 H68 H69 H70 H71 H72 H73

幹線再整備

ポンプ場廃止可能期間（七里ガ浜除く）

七里ガ浜ポンプ場廃止可能期間

処理場の将来像
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(3) 集中豪雨対策 

集中豪雨*対策を図ることは、安全・安心なまちづくりを推進するうえでの重要な取り組みで

す。市では、当面の対応として、現計画の１時間あたり 57.1mm での整備水準を基本とし、

これを上回る超過降雨*も視野に入れた２方面から整備を進めていきます。 

 

◆ 現計画の整備完了 

１時間あたり 57.1mm に対応した整備について、現在の整備率約７７％から 100％まで

進捗を図り、10 年確率規模の降雨において浸水*のない下水道整備を目指します。 

 

◆ 超過降雨への対応 

鎌倉市下水道総合浸水対策計画*で定められた重点対策地区等を対象とした雨水貯留・浸透

施設等のハード対策やハザードマップなどを利用したソフト対策を推進します。 

また、公共下水道の普及により未利用となった既存のコミュニティ・プラント*を転用し、

雨水流出抑制施設として利活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：鎌倉市 総合防災課 

図７－３ 内水ハザードマップ（ソフト対策） 
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図７－４ コミュニティ・プラント*位置図（ハード対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－５ コミュニティ・プラントの雨水貯留施設転用例 

旧コミュニティ・プラントを 
雨水貯留施設として利用 
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(4) 未利用資源の利活用 

市では、近年、大きく取り上げられている地球温暖化対策、緊急時に電力供給を確保するエ

ネルギー自立化の必要性等を背景に、下水道が有する資源をこれまで以上に有効的に利活用し

ていく方針です。 

 

◆ 再生可能資源の積極的な利活用 

今後、両浄化センターの配置、水量、使用電力量等を分析し、規模、立地等を踏まえ、有

効と判断できる未利用資源の利活用を検討していきます。 

未利用資源の利活用にあたっては、原則として費用対効果*が期待できる施策を推進します

が、災害時のエネルギー供給停止に備えるための対応としても視野に入れる方針です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－６ 下水道が有する資源と利用用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－７ 下水道に係る未利用資源の利活用例 

太陽光発電 風力発電 

バイオガス利用 小水力発電 


